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戦後日本の地方財政制度は中央が多めに税

源を確保し地方交付税・補助金を通じて．

地方に再配分し公平性と重点付けを同時達

成するように設計された．

しかし実施の結果として，日本の都道府

県は自主財源だけでは恒常的に収入不足の状

況に陥っている．実際，高度成長期を通じて，

人件費．扶助費（生活保護など），公債費等

からなる基準財政需要額を自主財源でまかな

えたのは，東京都．大阪府，愛知県といった

3府県に過ぎなかった．すなわち，日本の都

道府県は自主財源だけでは日常の運営もでき

ない「自治イ本」であった．

よって， 日本の地方財政制度の下で，都道

府県は中央からの依存財源を確保するよう常

に努力しなくてはならない立場にある 依存

財源は主に地方交付税と補助金の2種類があ

り，それぞれ自治省（現総務省）一地方交付

税と縦割官庁一大蔵省 補助金といった2つ

のルートを経由して，都道府県に下りるので

ある．政治学では都道府県の依存財源獲得競

争を「水平的政治競争モデル」（村松岐夫）

と名付けている すなわち，都道府県は基準

財政需要額の高めの算出（地方交付税）ある

いは公共事業の採択（補助金）のために競争

する利益過程をのことである．

高度成長期の公共事業はほとんどメニュー

方式ではなく，セット方式をとっていた．セ

ット方式とは，縦割官庁が工事の細かい規格

まで規定し北海道から鹿児島まで統ーされ

た規格で公共事業を実施するやりかたであ

る 例えば，各地域の農業は作目や自然条件

によって大いに違うにもかかわらず，高度成

長期では，すべての府県が同じく 3反区画の

ほ場整備を進め，ライスセンター，農道など

一式をそろえるのも全部統一規格であった

このように，高度成長期を通じて，行政サ

ービスや公共事業の立案機能はほぼ中央にあ

った．都道府県は各地域の実情にあった行政

サービスや公共事業を提供するインセンテイ

ブを持たず，選挙のたびに獲得できた依存財

源の多さや公共事業の多さで有権者に訴え

た．多くの政治家はそのことを「中央直結」

という言葉で表現した．

この「中央直結」に対抗し公害など高度

成長に伴う社会問題を解決しようとして，多

くの地域で反自民・「住民直結」を掲げた革

新首長が選出された．

ただ，行政サービスの質と都道府県の独自

財源とはうらはらの関係にあり，地域の実情

にあった行政サービスを提供するには，都道

府県の独自財源は不可欠であった

しかし日本の都道府県にとって独自財源

を得ることは非常に難しい問題であった．法

定外にはほとんど税源がないし税率も容易

に動かせない よって，歳入調達に際して，

都道府県はほとんど政策手段を持たない．

財源の難局を打開するには，東京都の美濃

部知事と中央との「財政戦争」はよく知られ

ている．しかし東京都は財政規模にしても，

財政力にしても，他の道府県と桁違う

本論文は，全国はじめて6選，そして7選

を遂げた知事，蝿川虎三府政期の京都府に焦

点を当て，他の道府県が独自財源をいかに必

死に確保しようとしたことを明らかにする．

この財源確保の工夫は，行政サービスの向上

をはかる裏づけとなった目今日の非常に厳し

い財政状況にある地方自治体にとっては，そ
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の続験が大きな；Jミl唆になるのであろう．

1京都府の法定外普通税と超過課税

1950年代の地）j財政危機に｜捺して，多く

の都道府県は法定外普通税と超過課税を実施

した 財源不足を補うのが目的なので．主に

農村的な県が行なっていた. 1960 'if.代の高
度成長の中，地方財政が好転し法定外普通

税も超過課税もほとんどなくなった 1970 

年代の石油危機以降，地方財政がまた悪化し
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多くの都道府県は法定外作通税と超過i課税を

新たに実1i-Oiした TJ;易収地の地I或間格差によ

って．干fl税競争などの要閃も考えられる，，， • 

1950 年代とは反対に． 'Lに都市的な都道府

県が超過課税を実施した 法定外普通税につ

いて，主な税j原は：全部法律に決められている

ので，幸子｛多品や地域の特産品にかけるものが

ほとんどであった（表 l，表2，表3）.なお，

表2. 表3にある都道府県民税法人税割．法

人事業税のほか，都道府県民税の超過課税も

あるが，超過課税額が少ないので省略した

表 1都道府県法定外普通税の状況

年度 都道府県 種目 税率 税収見込み（百万円）

1958 山形（財政再建団体） 自動車取得税 1.5% 23 

長野（財政再建団体） 自動車取得税 0.8～ 1 .0% 15 (1957年度）

徳島（財政再建団体） 自動車取得税 3.0% 20 

愛媛（財政再建団体） 自動車取得税 2.0～3.0% 59 

北海道 白動車取得税 1.5% 105 

三重 2～ 3% 自動車取得税 2.0～ 3.0% 24 

山梨 自動車取得税 1958年度より廃止

奈良 文化観光施設税

府県多数 家畜税

府県多数 水利地益税

1965 尽都 自動車取得税 3.0% 440 

（営業用自動車） 2% 

徳島（財政再建団体） 自動車取得税 3.0% 130 

新潟 ガス引取税

岐阜 繭引取税

奈良 文化観光税

1966 京都 自動車取得税 1.8% 350 

（営業用自動車） 1 % 

徳島 自動車取得税 5.1 % 86 

新潟 ガス引取税

岐阜 繭引取税

奈良 文化観光税

全国 608 

1978 福井 核燃料税

福島 核燃料，税

i中縄 石油価格調整税

全国 488 
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京都府の法定外汗通税状況については．

1960 11: 4月から 1969年6月まで．法定外普

通税として自動車取得税を課した. l~I 1で確

認できるように，京都府は大都市府県中．法

定外普通税として自動車取得税をかけた唯一

の府県であった．ゆえに．法定外普通税とし

てかけた自動車取得税のうち．京都府の自動

車取得税課税額はとりわけ大きかった．

課税の根拠をみると．政府の資料は「道路

整備に要する財源を充実するため不動産取得

税とその思想を同じくし取得について担税

力を見出して課税するものであるJという
(1958年版 ［地方税制の現状とその運営の実

態JP297）.京都府当局は．上記文書を引用
しながら．「自家用自動車の取得者について

は．その経済活動上の利点と不動産と同じく

財産権の背後にある担税力に着目しいわゆ

る大衆課税となる弊害が少なく」と言い，者

イ多品課税という理屈付けである（『京都府自

動車取得税の概要lP5）.税率について．「本
税と相通じます不動産取得税の標準税率が百

分の三でありますので，これと同程度の税率

が適当であろうと考えられるからでありま

す」と不動産に準ずるという（『自動車取得

税の創設にあたってj). 自動車取得税の使途

は．京都府府税条例によって．「自動車取得

税は道路及び交通の整備に関する費用に充て

るため．自動車の取得に対しその自動車の

取得者に課する」．普通税であるが，道路交

通と言われている． とくに，京都府の自動車

取得税額は大手会が市町村に交付された（『自

動車取得税について』） • 1968年に自動車取
得税を地方税法に盛り込む際に．政府税制調

査会は自動車取得税の趣旨は地方団体とくに

市町村の道路財源の充実をはかることで＼市

町村に道路目的財源がない中，地方道整備の

緊急性に鑑み，税額の約 10分の 7を市町村

に配分すると説明した（1970年版『地方税

制の現状とその運営の実態j）.京都府の自動

車取得税は同じ趣旨で導入した京都府は自

動車取得税を財源に．京都市内に少なかった

交通信号を整備したほか. 1960年度から市

町村道路整備単費補助制度（補助率 1/2）を

始めた．また. 1960年度から府職員として
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婦人交通指導員を 100人程度訓練・雇JIJし
警察力の使用がなじまない街頭の交通指導．

学校等の交通マナー啓発などにつとめた．

野中広務は向動車取得税のアイデアは京都

府の総務部長・財政課長・地方課長として出

向してきた自治省キャリア官僚が出したと考

えている（『京都府市町村会七ト年史l
P616) 0959年度．総務部長は岡田純夫，庶

務課長は北上賢夫．地方課長は山田芳治）．

前述のように，自動車取得税は「革新」など

政治的立場とはあまり関係なく，行政サービ

スで必要なものである目実際に，府議会で共

産党は「大衆課税」として最後まで自動車取

得税に反対した

自動車取得税は「革新」ではないが，自動

車業界・輸送業者が猛反対した 自動車関係・

輸送関係の自民党府議も当然猛反対し政治

問題となった．峰川虎三は「否決されるとき

には四度知事選に出て目的を貫くか．あるい

は衆院・参院選に出るか」と「政治生命をか

け」と「京都新聞」で公言しあくまでも押

して府会を通した ちなみに，その後．峰川

虎三はもっとも激しく反対運動をやったトヨ

タの車を京都府庁は買わないと言った．時川

虎三は「この税は私の知事在職 10年間中も

っともよいもの」とまで言った（『峰川虎三

の生涯j. Pl82). その背景には， 1950年代

の財政制度と台風災害で，京都府庁が地域の

状況にあうよう．政策を打ち出そうとしても

財源がほとんどなかったことがある 見てき

たように，自動車取得税自体はさほど難しい

アイデアではない． しかし京都府ほどの大

都市府県で，圧力団体に屈せずに．自動車取

得税を押し通したのは政治的決断であった

また，政策レベルにおいて，自動車取得税を

財源に，工夫して地域にあう政策を打ち出し

たのは注目したい．

京都府の超過課税状況について， 1976年

度から都道府県民税法人税割の超過課税．

1981年度から都道府県法人事業税の超過課

税をそれぞれ始めた．表2と表3で確認でき

るように，京都府が都道府県民税法人税割の

超過課税を始めたのは，全都道府県で遅い方

で，都道府県法人事業税の超過課税は大都市
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府県の＂＇で遅い ）jであった．このような引・1・w

もあり．｜’！動rp:取得税と違って．ょ；Cti!IJ{.j-会本
会議では超過課税が議論されず．委H会幸I{;t;-
；示認で通った．また，超過課税の免税,1,',1；など

で、中小企業は超過課税対象外である

ちなみに．道路や教育ほどではないが，「重

税」も反峰川陣営による批判の常套句の lつ

であった 反睦川陣営は京都府民一人当たり

税額を全国平均と比べ．時川虎三の京都ffrは
重税であると彼らは主張した（「ギハワ京都」

など参照） 第l章で述べたとおり彼らの論

拠はまともな話ではないので．それ自体につ

いてふたたび議論することはしないが，重税

で京都経済は地盤沈下したというストーリー

を争点化したのである． しかし実際には．峰

川府政期に，東京，大阪．兵庫，愛知，神奈

川は都道府県法人事業税の超過課税を実施し

たにも関わらず．京都は実施しなかったー自

民党府政になってはじめて，都道府県法人事

業税の超過課税を始め，「大企業負担」（本会

議共産党発言）をかけたのである 超過課税

の事例からもわかるとおり，自民党は包括政

党なので，選挙レベルにおいて争点化した時

川虎三との対立は，政策レベルでは異なるの

である

図 1

2京都府の競輪収入

京都府の公骨l!fi博はおもに1f1J11 町競輪場が
ある．ほかは 1950年代に競馬があり，宝く

じがあるが．一般会計繰入金を見ると，ほと

んどの繰入金は競輪からであった．阿 lから

わかるように．競輪は峰川府政期を通して歳

入（府債借J免除去）の 1%～ 2%を占める財
源であった．ちなみに，『京都府歳入歳出決

算書Jと『地方財政統計年報』掲載データを
対比すると， 『地方財政統計年報』の収益事

業収入は『京都府歳入歳出決算書Jの収益事
業一般会計繰入金と同じなので，費用を除去

した収入であることがわかる

［~12 では．京都府収益事業収入が全都道府

県収益事業収入の中でも非常に大きいことが

わかる とくに蛇川府政期において，京都府

決算全国比は 1.5%強であったと対比すると，

その大きさがわかる．

京都府競輪事業は前の木村知事が申請し

峰川知事当選直後の 1950年5月に許可が下

りたのである 府議会で競輪事業は繰り返し

取りあげられ廃止と要求されたが．時川知

事は絶対やめないと繰り返した政治状況の

変化のなかで．時川虎三は後にはもっぱら原

京都府収益事業収入／京都府
歳入（府債借換除去〉

3.00% 

2.00% 

1.00% 

0.00% 
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図2

京都府収益事業収入全国比
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(LJ ',ig¥・）各年度「地方財政統計年報』

則論で答弁した（つまり， 1970年代以降．尽

都府の社会党が分裂した後，峰川の政党基盤

は共産党と社会党一部，保守系時川支持グル

ープになか弱体化したのである．共産党は

終始競輪反対であった）．以下の 1959年12

月の府議会での答弁を見ると，独自財源とし

て彼が競輪収入を重視したことがわかる．

「第二には競輪収入，すなわちそれらの人

（競輪を廃止した京都市長高山義三）の偉そ

うないい方を使えば，賭博の寺銭だ，賭博の

寺銭で地方財政の財源にするということはケ

シカランというのでありますが，ケシカラン

のならはじめから地方財政の財源というもの

をもと明確にしっかりしたものにつくるべき

である． したがって地方財政制度の改革なく

して，この競輪収入をやめたところで，やは

りほかの収入を考えなければならないだろう

と思うのです 私はいかにも競輪に熱を入れ

ているようにみえますのは，なにも競輪にと

らわれているのでなしに．地方財政制度の矛

盾と欠陥に目を覆って．そうした競輪を悪く

いうことによって地方財政の欠陥を向こうと

するその考え方が悪いといっているわけです

（『睦川虎三の生涯.l.P323）」．
競輪問題は自動車取得税の場合と同じく，

府議会で大きな政治問題となったにもかかわ

らず，時川虎三はあくまでも押し通したので

ある これについて，峰川府政当時，共産党

府議であった浅川亨は以下のように回想して

いる

私は府議時代東京に出張した時はよく都

議団室を訪問した．都議選のとき後藤マン

きんを応援した因縁からである． 日時は忘

れたが．川村都議に「美濃部知事に会わせ

てくれ」というと．「目的は何だ」「美濃部．

峰川，黒田の三知事連名で．全国の知事に

地方財政確立のために，団結しようという

ようなアピールは出せないかと思うのだ

が」 「それはやめたほうがいいよ 美濃部

さんは峰川という名前を聞くだけで顔色が

変わるよ」．

これは私にとって晴天薄墨であった．理

由は，美濃部知事が訪中する際当時の保利

官房長官の書簡をことずかったことを峰！｜｜

さんが「女郎の起請文を牛太郎一遊女屋の

客引男ーが持っていくようなことをして」

と評したことにかんかんに怒っているとい

うのである．私は唖然とした．このような

峰川さんの言葉が新聞にのっていることも

知らなかった．これはえらいことになって

いるものだと思ったが．これには次のよう

な裏話がある

峰川さんの6度目の選挙の時一今までに

ない大変な選挙だ‘った 美濃部さんが応援

に来た 四条河原町で、地川さんと並んで演

説をした．
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「東京都では．競l愉を廃止しました」

美濃部さんは京都の事情をしっていたか

どうかは私は知らない． しかし！越川さんに

はこの上もなくこたえたのである．

共産党議員団でも，吉村久美子さんが初

質問をするのに競輪廃止をやりたいと相談

を受けた時，私は何の気なしにそれはいい

でしょうと賛成した．

吉村さんの質問は大きな波紋を投げた．

与党ではじめて競輪廃止を質問し野党で

は共産党まで取り上げているではないかと

いきりたった 蛙川さんにはものすごくこ

たえたのである. 1つは知事と同じ京大経

済学部の教授の夫人で，いわば知事と同系

統の人からの発言である．第2は知事の与

党からの発言であるーこの事件以来知事は

私達にものをいわなくなった．おそらく半

年以上続いたのではなかろうか．当時府庁

に鳩が沢山いて．知事は巣箱をこしらえた

のだが，その鳩に餌をやるときに「お前は

いいな．お前は俺をいじめないから」と言

っているという噂も流れるほどである．

このようないきさつのある競輪問題を美

濃部さんが四条通の真中でやったのだか

ら．峰川さんの心中を察するにあまりある．

（「僚原第60号」）

ちなみに，大阪府の革新知事・黒田了ーは

美濃部知事と同じように，「競輪廃止」を公

約した

各年度「研修通信」によると，京都府ゼミ

ナールハウス，労働セツルメント，青少年海

の家，山の家など京都府独自の政策は競輪収

入を財源にした．村松岐夫が「水平的政治的

競争モデル」というのは利益過程でのことで，

如何に中央からお金をとるのかという競争で

ある．これは，政策レベルで如何に行政サー

ビスの向上をはかるのかという競争ではな

い 日本の地方財政制度の下で，睦川虎三は

政策を実現する裏付けには．独自財源として

競輪収入を使ったのである目

3結論

競輪をやめないのに．賂川虎三はなぜ法人

事業税の超過課税を行わなかったのかについ

ては，資料を見つけられなかったので正確に

わからない．しかし前述のとおり， 1973

年府議会で社会党反峰川派と自民党等の多数

によって，時川虎三が後継者として進めた久

我道武（こがみちたけ）副知事案は否決され

た 1974年知事選で．社会党反峰川派候補

に自民党等が相乗りするほど，峰川虎三の政

党基盤は揺らいだ 反睦川陣営の「重税」批

判もある中. 1960年と違って，法人事業税

の超過課税を行える政治状況ではなかったこ

とがわかる

蜂川虎三は自動車取得税と競輪と言った2
つの独自財源を必死に確保し独自政策の裏

付けとしたことは既述のとおりである目その

うち，自動車取得税は後で法定となか全都

道府県に普及した．

時川虎三は競輪をあくまでも堅持する功罪

はいまなお評価の分かれたことである しか

し如何に評価するにしても．競輪は自動車

取得税と同じように，必死に確保した独自財

源ということは変わらない

蛙川府政のユニークな施策の裏には，自動

車取得税や競輪と言った独自財源があった．

［付記］

本研究は日本学術振興会「アジア・コア」

事業の支援を受けている．
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